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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

16,960

2017(平成29)年度現在

58.1

計 画 給 水 人 口 35,980

現 在 給 水 人 口 34,804法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

法適用企業(全部適用)

311.1
千ｍ

施 設 数

㎥／日

2010(平成22)年7月1日料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率

2019
(令和元)

2028
(令和９)

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

かほく市

水道事業

計 画 期 間 ：

10

現行の料金体系は、用途別口径別料金制である。
現行料金は2010(平成22)年7月1日に改定しており、資産維持費は特に考慮していない。

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

～

管 路 延 長

0.8

供 用 開 始 年 月 日 2004(平成16)年3月1日

水 源

別添１－1

かほく市水道事業経営戦略

事業の現況

2017(平成29)年度現在

2017(平成29)年度現在

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

第1段 第2段 第3段

φ13 8 1,220

φ20 8 1,520

φ25 8 1,820

φ30 ― 3,000

φ40 ― 5,400

φ50 ― 9,400

φ75 ― 23,800

 φ100 ― 48,000

臨時用の場合の料金は、この表により算定した額の2倍の額とする。
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3
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表 かほく市水道事業の料金体系



④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

　かほく市水場事業の職員数は7名、うち損益勘定職員数は5名。産業建設部上下水道課は管理係及び施設係で以下の表の
とおり分掌し業務を行っている。平均年齢は石川県や全国と同様であるが、平均勤続年数が短い状況である。

これまでの主な経営健全化の取組

■官民連携、民間活用
　2010(平成22)年度より、上下水道課として、「上下水道事業包括的民間委託」として、より効率的な水道事業運営を目指すと
ともに、職員の負担を軽減、また、民間の技術力やノウハウ活用、継承を図っている。

■広域化
　石川中央都市圏(金沢市、白山市、かほく市、野々市市、津幡町及び内灘町)の上下水道事業者が圏域全体の上下水道
サービスの向上と発展を目的として、連携して事業基盤の強化に取り組んでおり、2017(平成29)年2月に「石川中央都市圏上
下水道事業広域連携ビジョン」を策定した。

2013(平成25)年度～2017(平成29)年度の決算状況(決算統計)に基づいて作成した経営比較分析表を別紙1に示す。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものであ
る。その具体的な方策としては、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等が
ある。

2018年4月1日現在

施設係

水道事業
損益勘定職員数

5人

管理係

公営企業管理者
(市長)

産業建設部 上下水道課

事務・技術 検針・集金 その他 合計
損益勘定
所属職員

かほく市 7 0 0 7 5 42 5

※石川県 296 0 77 373 299 43 14

※全国 40,066 164 7,479 47,709 37,926 43 11

β⅛╒ↄ │2017 ⁸ ⁸ │2016 ╟╡

∕─ ⌐│ ה ╗

平均年齢

（歳）

平均勤続
年数

（年）

事業体名

職員数（人）

表 かほく市水道事業の職員の概要

図 かほく市水道事業の組織体制

課名 係名

1 業務の総合調整に関すること。

2 職員の身分取扱いに関すること。
3 予算、決算、資金計画に関すること。
4 上下水道事業管理規程に関すること。
5 出納その他の会計事務に関すること。
6 契約に関すること。
7 業務状況の公表に関すること。
8 文書の収受及び公印の管理に関すること。
9 営業の企画に関すること。
10 水道料金等の調定及び徴収に関すること。
11 下水道使用料の調定及び徴収に関すること。
12 下水道受益者負担金及び分担金に関すること。
13 量水器の開閉栓に関すること。
14 広報宣伝に関すること。
15 課の庶務及び他の所管に属さないこと。
1 上下水道事業の計画に関すること。
2 水道用水の供給に関すること。
3 施設等の維持管理に関すること。
4 工事の設計、施工、監督、検査及び補償に関すること。
5 水源の汚染防止及び水質検査に関すること。
6 指定店の認定及び工事技能者の技術指導に関すること。
7 貯蔵品及び量水器の管理に関すること。
8 給水記録の整理及び報告に関すること。
9 消火栓の設置及び管理に関すること。
10 業務統計に関すること。
11 固定資産の管理に関すること。
12 水質管理に関すること。
13 その他工事に関すること。

分掌事項

上
下
水
道
課

管
理
係

施
設
係

表 事務分掌



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

給水人口の予測

　給水人口予測は、国立社会保障・人口問題研究所による地域別将来人口（平成30年推計）を基に、平成29年度(2017年度)
までの実績推移や普及率の目標値、基本水量影響等の補正により給水人口を推計した。
　結果、給水人口は、2028年度に32,000人まで減少する予測である。

　給水人口予測は、国立社会保障・人口問題研究所による地域別将来人口（平成30年推計）を基に、2017年度(平成29年度)
までの実績推移や普及率の目標値、基本水量影響等の補正により給水人口を推計した。
　結果、給水人口は、2028年度に32,000人まで減少する予測である。

水需要の予測

料金収入の見通し

　計画有収水量に計画供給単価を乗じて算出する。また、現行料金水準である初期計画供給単価は、2017(平成29)年度供
給単価実績の167.20円/㎥より、2018(平成30)年度以降を167.0円/㎥とする。計画有収水量は、水需要予測結果に基づく。

(1)生活用水量(㎥/日)

(2)業務・営業用水量(㎥/日)

(3)工場用水量(㎥/日)

(4)その他用水量(㎥/日)

一日最大給水量(㎥/日)

(7)
一日
平均

給水量
(㎥/日)

有効

水量
(㎥/日)

(5)
有収

水量
(㎥/日)

(8)無収水量(㎥/日)

　　　無効水量(㎥/日)

(5)有収率(有効無収率)(％)

(6)有効率(％)

(10)

負荷率

(％)
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図 かほく市水道事業の給水人口の予測

図 かほく市水道事業の水需要の予測

図 かほく市水道事業の料金収入の予測

図 水需要の予測フロー



（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　現在事務・技術職員合わせて5人であるが、今後の行財政改革によっては職員数の削減が図られる可能性がある。これによ
り日常業務や工事発注に対応する職員の負担が大きくなり、事業計画の進捗に支障が出ることが想定される。

組織の見通し

　かほく市水道事業ビジョンでは、「市民を支える信頼の水道を未来へつなぐ」を基本理念に掲げ、「安全」、「強靭」、「持続」の
視点を柱に、9の基本施策を策定した。経営戦略においても、ビジョンで掲げている経営理念を踏まえ、着実に施策を推進す
る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

■かほく市水道事業の更新基準に基づく更新投資
　①かほく市水道事業の更新基準の設定
　②アセットマネジメント計画に基づく更新投資額
■施設の重要度・更新の優先度を考慮した施設整備計画
　①基幹施設の耐震化更新
　　○中沼配水池耐震化更新
　　○宇ノ気浄水場耐震化更新
　②水源保全活動(老朽化更新)
　③水道管路の耐震化更新
　　○管路は、将来能力に合わせたダウンサイジングを図る。
　　○災害時重要施設までの配水管を優先して、耐震化工事を実施する。
　④施設統廃合による維持管理費低減

目 標 アセットマネジメント計画に基づく水道施設の耐震化更新を着実に実施する。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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表 事業計画



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

■財政健全化目標（2028年度）

・内部留保資金は8億円以上を確保する
　水道の機能が停止した場合の災害復旧に1ヵ年を要し、この期間通常通りの料金収入が得られないものとし、これに加えて災
害時に関わらず必要な費用(1年当たり企業債償還金)を加えた8億円を最低水準とする。
・単年度純利益を確保する。
　内部留保資金の確保や建設投資及び企業債の償還の財源を補うため、単年度純利益を確保する。
・企業債残高を40億円以内に抑制する。
　償還計画や世代間公平負担を維持するため、現行＋基幹施設耐震化整備に必要な企業債借入による償還金を加えた40
億円以内に抑える。

■水道料金に関する事項
　本経営戦略の計画期間において、単年度黒字を確保するため、2026年度に8.7％、2034年度に2.1％の料金改定を行う。
　これにより、単年度黒字を継続して確保することができ、料金回収率も100％以上を継続して確保することができる見込みで
ある。

・人件費は、例年は30,000～36,000千円程度であったが、2018(平成30)年度より包括的民間委託範囲が第3期となり、人件費
の低減が想定される。よって2018(平成30)年度見込を26,000千円の定額とする。
・委託費は、2018(平成30)年度より包括的民間委託範囲が第3期となり、委託費用の70,000千円/年程度の上乗せが想定され
るため、100,000千円の定額とする。
・動力費は委託費に含まれるため、考慮しないものとする。
・修繕費は、過去5ヵ年実績の平均値より2018(平成30)年度を30,000千円とし、これを基準に、2019(平成31)年度以降は毎年
1%増とする。
・減価償却費は、地方公営企業法施行規則より構造物、配管、設備で一体償却するものとして算出した。
・企業債の借入条件(支払利息の算出条件)は、5年据置、30年償還、利率2.0％として設定した。
・受水費は責任水量1,143,180㎥/年、受水単価99円/㎥より、113,174千円の定額とする。
・その他、薬品費、資産減耗費、受託工事費、特別損失は、過去5ヶ年実績をベースに2018(平成30)年度以降の経費を設定し
た。

目 標
適正な料金水準の確保により、収益的収支について継続した利益を創出し、健全な水道事業運
営を目指す。

②　収支計画のうち財源についての説明

図 かほく市水道事業の収益的収支の見通し



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　料金改定を行うことにより、経営戦略期間中の単年度黒字を維持し、健全経営を確保で
きる見込みである。

民間の資金・ノウハウ等の活
用

（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

アセットマネジメントの充実
（施設・設備の長寿命化等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

繰 入 金

　かほく市では上下水道課として、「上下水道事業包括的民間委託」として、より効率的な
水道事業運営を目指すとともに、職員の負担を軽減、また、民間の技術力やノウハウ活
用、継承を図っている。今後もかほく市水道事業にとって最適な官民連携形態を必要に
応じて検討、選択していく。

　現時点で具体的な予定は無いが、遊休資産については可能な限り撤去し、用地の有効
活用に努める。さらに未利用地についても必要に応じて売却を検討する。

企 業 債

・経営戦略の各施策を着実に実施するため、PDCAサイクルに基づいたフォローアップに
よって、計画の策定、事業の推進、達成状況の確認、改善の検討を繰り返し行う。
・かほく市水道事業ビジョン及び経営戦略別途資料で定めた目標達成状況を定量的に確
認、検証することで、目標達成に向けた取組を推進する。
・計画期間は平成31年(2009年)～2028年度の10年間とし、毎年度末に事業の進捗状況
や計画に対する達成状況等の確認を行う。また、5年後の2026年度にフォローアップまた
は必要に応じて見直しを行い、計画期間が終了する2028年度に経営戦略の更新を行う。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　平成29年度(2017年度)に実施した管網解析に基づき、今後の水需要予測推計結果か
ら、適正な施設規模を考慮し、水道施設のダウンサイジングを図る。具体的には、二ツ屋
送水ポンプ場や高松低区配水池の廃止を視野に入れて現在検討している。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　人口減少に伴い、水需要も年々減少しているため、将来、施設規模が過大となり、水運
用が非効率になる恐れがあることから、将来的な水需要の動向を的確に把握し、施設のス
ペックダウンについて検討する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）によ
る

収 入 増 加 の 取 組

　可能な限り内部留保資金を有効活用し、企業債借入の低減を図る。ただし今後10ヵ年の
間に中沼浄水場、宇ノ気浄水場の耐震化更新を控えていることから、現行の約30億円→
40億円以内の増加が見込まれる。

　水道事業は独立採算を原則とした公営企業会計であり、主に料金収入により施設運営
をすることが望ましい。一方で経費負担の原則による一般会計からの繰入は、消火栓の経
費や通常の耐震化事業に上積みして実施する基準内繰入に留めることとし、安易に繰入
金に依存することなく、経営基盤の強化に取り組んでいく。

　石川中央都市圏(金沢市、白山市、かほく市、野々市市、津幡町及び内灘町)の上下水
道事業者が圏域全体の上下水道サービスの向上と発展を目的として、連携して事業基盤
の強化に取り組んでおり、2017(平成29)年2月に「石川中央都市圏上下水道事業広域連
携ビジョン」を策定した。かほく市水道事業としては、これらの広域連携施策や石川県との
連携を視野に入れ、さらなる事業基盤の強化を検討していく。

広 域 化

　アセットマネジメント手法に基づき、本市水道事業独自の更新基準年数を設定し、今後
40年間の更新需要に基づいた投資額の平準化を図った。管路については、老朽度や重
要度等優先度が高い路線から前倒しも含め更新を実施する。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

フォロー

アップ

◆

経営戦略

更新

●

前　　　期 後　　　期

改善の検討
・未達成目標の対処

・新たなニーズの把握

事業への反映

達成状況の確認
・事後評価の実施

・顧客満足度の把握

情報公開・説明責任

情報の収集

計画の策定
・方針・目標の設定

・経営計画の策定

経営計画の策定

事業の推進
・計画の実行

・進捗状況の確認

事業成果の整理

Do

CheckAction

Plan

表 フォローアップ計画

図 PDCAサイクル



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画（収支計画）
（単位：千円(税抜)，％）

年　　　　　　度 2017年度 2018年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 626,207 601,765 602,070 602,314 601,583 600,729 599,815 598,779 597,621 644,981 643,126 640,608
(1) 591,414 570,965 571,270 571,514 570,783 569,929 569,015 567,979 566,821 614,181 612,326 609,808
(2) (B) 6,041 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800
(3) 28,752 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000

２． 55,604 49,656 48,878 49,246 47,817 48,392 48,968 49,872 50,057 50,717 51,081 51,271
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 54,382 48,356 47,578 47,946 46,517 47,092 47,668 48,572 48,757 49,417 49,781 49,971
(3) 1,222 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

(C) 681,811 651,421 650,948 651,560 649,400 649,121 648,783 648,651 647,678 695,698 694,207 691,879
１． 508,617 542,183 543,373 535,713 536,117 540,500 553,254 563,649 565,225 568,369 590,082 598,724
(1) 19,094 13,000 18,000 17,000 19,000 16,000 15,000 18,000 17,000 11,000 18,000 18,000

17,793 12,000 17,000 16,000 18,000 15,000 14,000 17,000 16,000 10,000 17,000 17,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,301 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
(2) 242,414 286,074 281,374 282,677 280,983 284,292 285,604 282,920 284,238 290,560 283,885 284,213

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
25,415 30,000 30,300 30,603 30,909 31,218 31,530 31,846 32,164 32,486 32,811 33,139
71,487 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

145,512 156,074 151,074 152,074 150,074 153,074 154,074 151,074 152,074 158,074 151,074 151,074
(3) 247,109 243,109 243,999 236,036 236,134 240,208 252,650 262,729 263,987 266,809 288,197 296,511

２． 54,470 54,382 56,634 58,953 60,338 60,517 62,410 63,696 65,040 66,581 70,163 70,796
(1) 54,078 54,082 56,334 58,653 60,038 60,217 62,110 63,396 64,740 66,281 69,863 70,496
(2) 392 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300

(D) 563,087 596,565 600,007 594,666 596,455 601,017 615,664 627,345 630,265 634,950 660,244 669,520
(E) 118,724 54,856 50,941 56,894 52,945 48,104 33,119 21,306 17,413 60,748 33,963 22,359
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

118,704 54,856 50,941 56,894 52,945 48,104 33,119 21,306 17,413 60,748 33,963 22,359
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 997,378 980,060 1,009,828 1,025,323 1,047,079 1,041,561 1,024,975 1,002,292 959,890 834,684 824,814 795,136

32,248 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000
(K) 197,753 197,432 197,432 202,634 207,704 208,029 206,515 205,961 209,874 212,558 215,510 214,578

163,688 163,432 163,432 168,634 173,704 174,029 172,515 171,961 175,874 178,558 181,510 180,578
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26,355 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000
7,710 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 620,166 597,965 598,270 598,514 597,783 596,929 596,015 594,979 593,821 641,181 639,326 636,808

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

そ の 他

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

委 託 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

2020年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

2019年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画（収支計画） （単位：千円(税込)）

年　　　　　度 2017年度 2018年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 287,200 398,800 216,500 263,900 208,600 291,900 322,400 176,900 240,500 341,000 192,500 175,500

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 65,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 9,886 22,340 33,333 42,193 35,103 33,333 33,333 50,537 33,333 33,333 33,333 33,333

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 362,086 421,140 249,833 306,093 243,703 325,233 355,733 227,437 273,833 374,333 225,833 208,833

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 362,086 421,140 249,833 306,093 243,703 325,233 355,733 227,437 273,833 374,333 225,833 208,833

１． 434,083 520,946 303,995 372,150 295,875 398,267 436,391 313,068 376,917 601,806 329,523 325,900

10,776 13,000 8,000 9,000 7,000 10,000 11,000 8,000 9,000 15,000 8,000 8,000

２． 167,121 167,121 163,432 163,432 168,634 173,704 174,029 172,515 171,961 175,874 178,558 181,510

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 601,204 688,067 467,427 535,582 464,509 571,971 610,420 485,583 548,878 777,680 508,081 507,410

(E) 239,118 266,927 217,594 229,489 220,806 246,738 254,687 258,146 275,045 403,347 282,248 298,577

１． 239,118 266,927 217,594 229,489 220,806 246,738 254,687 258,146 275,045 403,347 282,248 298,577

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 239,118 266,927 217,594 229,489 220,806 246,738 254,687 258,146 275,045 403,347 282,248 298,577

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 3,050,466 3,282,145 3,335,213 3,435,681 3,475,647 3,593,843 3,742,214 3,746,599 3,815,138 3,980,264 3,994,207 3,988,196

○他会計繰入金 （単位：千円(税込)）

年　　　　　度 2017年度 2018年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2028年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度2020年度2019年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2027年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

2025年度 2026年度 2027年度

他 会 計 負 担 金

2028年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
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